
議案第７号 

令和８年度清瀬市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和８年度清瀬市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）計画人口                              74,900 人 

（２）年間総処理水量                   8,515,000 ㎥ 

（３）一日平均処理水量                      23,329 ㎥ 

（４）主な建設改良事業 

    ① 汚水管渠整備事業   

東３・４・１６号中清戸線汚水管渠布設工事    27,500 千円 

    ② 雨水枝線整備事業 

柳瀬川右岸第８-１排水区雨水枝線整備      1,187,000 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

第１款 下水道事業収益                   1,242,354 千円 

  第１項 営業収益                   1,009,982 千円 

  第２項 営業外収益                    232,372 千円 

 



支    出 

第１款 下水道事業費用                  1,287,535 千円 

  第１項 営業費用                   1,225,359 千円 

  第２項 営業外費用                    60,976 千円 

  第３項 特別損失                      200 千円 

  第４項 予 備 費                     1,000 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２８２，１４１千円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９２，５２６千円、過年度分損益勘定留保資金１８９，６１５千円で補填するものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入                    1,683,283 千円 

  第１項 企 業 債                   1,038,100 千円 

  第２項 他会計出資金                   12,026 千円 

  第５項 国庫補助金                   357,000 千円 

  第６項 都補助金                    270,750 千円 

  第７項 負担金等                     5,407 千円 

支    出 

 第１款 資本的支出                   1,965,424 千円 

  第１項 建設改良費                  1,706,526 千円 

  第３項 企業債償還金                  258,898 千円 

 



（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利  率 償還の方法 

下 水 道 事 業 

（ 建 設 改 良 ） 
1,038,100 

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内（ただし、利

率見直し方式で借り入れ

る場合、利率の見直しを

行った後においては、当

該見直し後の利率） 

借入のときより据置期間を含め、４０年以内の償

還とする。ただし、財政その他の都合により据置

期間及び償還年限を短縮し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えすることができる。その他につ

いては借入先の定める融通条件に従う。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用の間の流用 

（２）建設改良費と企業債償還金の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する 

場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                         56,528 千円 

 

 

 令和８年２月１８日提出 

                                清瀬市長  澁谷 桂司 



 

 

 

 

 

 

清瀬市下水道事業会計予算に関する説明書  



収　　　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　考

1　下水道事業収益 1,242,354

1　営業収益 1,009,982

1　下水道使用料 932,231

2　他会計負担金 77,426

90 その他営業収益 325

2　営業外収益 232,372

3　他会計負担金 28,062

4　補助金 337

5　長期前受金戻入 193,973

10 消費税及び
　 地方消費税還付金

10,000

令和８年度清瀬市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出



支　　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　考

1　下水道事業費用 1,287,535

1　営業費用 1,225,359

1　管渠費 66,703

2　流域下水道費 461,862

4　総係費 174,593

5　減価償却費 521,701

6　資産減耗費 500

2　営業外費用 60,976

1　支払利息 50,976

10 消費税及び
 　地方消費税

10,000

3　特別損失 200

4　過年度損益修正損 200

4　予備費 1,000

1　予備費 1,000



収　　　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　考

1　資本的収入 1,683,283

1　企業債 1,038,100

1　企業債 1,038,100

2　他会計出資金 12,026

1　他会計出資金 12,026

5　国庫補助金 357,000

1　国庫補助金 357,000

6　都補助金 270,750

1　都補助金 270,750

7　負担金等 5,407

1　受益者負担金 5,407

資本的収入及び支出



支　　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　考

1　資本的支出 1,965,424

1　建設改良費 1,706,526

1　公共下水道
　 建設改良費

1,585,009

2　流域下水道
　 建設改良負担金

121,517

3　企業債償還金 258,898

1　企業債償還金 258,898



当年度純利益（△純損失） △ 82,101,000 有形固定資産の取得による支出 △ 1,445,965,000

減価償却費 521,701,000 無形固定資産の取得による支出 △ 110,470,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 264,000 国庫補助金等による収入 310,954,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 15,000 負担金による収入 4,915,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 47,005 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,240,566,000

資産減耗費 500,000

長期前受金戻入額 △ 193,973,000 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,038,100,000

支払利息 50,976,000 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 258,898,000

未収金の増減額（△は増加） △ 54,416,629 他会計からの出資による収入 12,026,000

未払金の増減額（△は減少） 8,083,250 財務活動によるキャッシュ・フロー 791,228,000

小計 250,443,616 資金増加額（または減少額） △ 249,870,384

利息の支払額 △ 50,976,000 資金期首残高　 761,525,684

業務活動によるキャッシュ・フロー 199,467,616 資金期末残高　 511,655,300

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和８年度清瀬市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー



１　総　　　括

特別職
（人）

報　酬
（千円）

給　料
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

[0] (0)

5

[0] (0)

6

[0] (0)

△ 1
※（　）内は再任用短時間勤務職員、[　]内は会計年度任用職員の外書き人数です。

区　分
扶　養
手　当

（千円）

地　域
手　当

（千円）

時間外・休日
勤務手当
（千円）

期末・勤勉
手当

（千円）

通　勤
手　当

（千円）

住　居
手　当

（千円）

本年度 1,032 4,047 400 11,675 244 0

前年度 978 4,321 364 12,467 336 190

比較 54 △ 274 36 △ 792 △ 92 △ 190

8,896

9,655

△ 759

56,528

60,396

△ 3,868

24,308

25,530

△ 1,222

47,632

50,741

△ 3,109

0

0

0

23,324

25,211

△ 1,887

120 △ 60 △ 24

手当の
内　訳

管理職
手　当

（千円）

児　童
手　当

（千円）

退職手当
（負担金）
（千円）

934 940 5,036

814 1,000 5,060

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数 給　　　与　　　費 法  定
福利費

（千円）

合　計
（千円）一般職

（人）

本年度

前年度

比　較

0

0

0



２　給料及び手当の増減額の明細

区分
増減額

（千円）

３　給料及び手当の状況

　（1）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

※平均給与額は、給料、扶養手当、管理職手当、地域手当及び住居手当の合計平均額です。

　（2）初　任　給

-

　　行政職俸給表（一）
　　適用職　　　（円）

200,300

　　行政職俸給表（二）
　　適用職　　　（円）

198,200

国 の 制 度

　一般職 232,000

備　　　　　　　　考

　年齢別格付

　　《例》　18歳　　 　197,700

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

行政職給料表（１）適用職

　　　　　　　　　　（円）

200,300

説　　　　明

平均昇給率　0.7％

新陳代謝及び職員構成の変動等

平均改定率　2.56％

行政職給料表（２）適用職

　　　　　　　　　　（円）

行政職給料表（１）適用職

47.8

359,900

445,278

42.7

新陳代謝及び職員構成の変動等

18歳

△ 1,341

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

119

△ 2,640

期末勤勉手当支給月数の増

389,480

483,766

170

583

増減事由別内訳
（千円）

△ 1,222

22歳

△ 1,887給料

手当

 給与改定に伴う増減分

 昇給に伴う増加分

 その他の増減分

 期末勤勉支給率の増減分

 その他の増減分

区　　　　　分

242,000

区　　　　　　　　　　分



　（3）級 別 職 員 数

0

1

2

2

0

0

5

0

1

2

1

1

0

5

　（級別の基準となる職務）

１　　　　級 ２　　　　級 ３　　　　級 ４　　　　級 ５　　　　級

主事 主任 係長 課長 部長

令和８年１月１日現在

５　級

４　級

３　級

区　　　　分
級 職員数（人） 構成比（％）

行政職給料表（１）適用職

区　　　　　　分

行政職給料表（１）適用職

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

再任用

計

令和７年１月１日現在

２　級

１　級

再任用

計

0.0

20.0

40.0

40.0

0.0

100.0

40.0

20.0

20.0

0.0

100.0

0.0

20.0

0.0



　（4）昇　　給

合　　　　計 行政職給料表（１）適用職

職 員 数 （Ａ） （人） 5 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 4 4

１号給 （人） 0 0

２号給 （人） 0 0

３号給 （人） 0 0

４号給 （人） 3 3

５号給 （人） 1 1

６号給 （人） 0 0

（％） 80.0 80.0

職 員 数 （Ａ） （人） 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 5 5

１号給 （人） 0 0

２号給 （人） 0 0

３号給 （人） 0 0

４号給 （人） 4 4

５号給 （人） 1 1

６号給 （人） 0 0

（％） 83.3 83.3

号 給 数 別 内 訳

区　　　　　　　　　　　　　分

比　　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）

比　　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）

号 給 数 別 内 訳

本
　
　
年
　
　
度

前
　
　
年
　
　
度



　（5）期末手当 ・ 勤勉手当

※一般職の支給率です。（　）内は、再任用職員分です。

　（6）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支　給　期　別　支　給　率

24.586875

23.00

33.27075

30.50

(1.225)
2.325

(1.275)
2.425

(1.30)
2.45

国 の 制 度

前　　　年　　　度

本　　　年　　　度

区　　　　　　　分

６月（月分） １２月（月分）

(1.225)
2.325

(1.275)
2.425

支給率計（月分） 備　　　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

(2.45)
4.65

(2.55)
4.85

(2.60)
4.90

期末手当2.525月
勤勉手当2.375月

期末手当2.50月
勤勉手当2.35月

期末手当2.525月
勤勉手当2.125月

(1.30)
2.45

国の制度
（支給率等）

支給率等

区　　分
最高限度
（月分）

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

47.709

43.00

35年勤続の者
（月分）

47.709

43.00

定年前早期退職特例措置
（3％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

その他の加算措置等 備　　　　考



　（7）その他の手当

　子 13,000円 　子 13,000円

　父母等  6,000円 （3,000円） 　父母等  6,500円

　（　）は行政職給料表（１）４級職員適用額

　特定期間（16歳～22歳の子の加算） 　特定期間（16歳～22歳の子の加算）

4,000円加算  5,000円加算

　世帯主等・35歳未満・賃貸住宅 　賃貸住宅

　（管理職は支給対象外） 15,000円 支給限度額　　　 28,000円

 ※満27歳に達する日以後の最初の3月31日まで　

　　 　　　　　 30,000円

　交通機関等利用者 　交通機関等利用者

１箇月当たり150,000円限度 １箇月当たり150,000円限度

（６箇月定期換算） （６箇月定期換算）

　自転車等交通用具利用 　自転車等交通用具利用

2,600円～32,000円  2,000円～66,400円

通　勤　手　当 異なる

差　異　の　内　容
区　　　　分 国の制度との異同

清　瀬　市 国

扶　養　手　当 異なる

住　居　手　当

地　域　手　当 同　一

異なる



（単位：千円）

金　額 金　額 国都支出金 企業債 その他

柳瀬川右岸第8-1排水
区雨水枝線整備

976,000 令和7年度 102,000 令和８年度 874,000 345,635 630,270 95

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　　項 限度額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額

期　間 期　間



１

（１）

イ 16,793,424,653

△ 3,737,672,735 13,055,751,918

ロ 10,288,459

△ 4,821,120 5,467,339

ハ 329,784,002

13,391,003,259

（２）

イ 910,795,715

ロ 959,000

911,754,715

14,302,757,974

２

（１） 511,655,300

（２） 404,273,630

△ 1,817,272 402,456,358

914,111,658

15,216,869,632

建 設 仮 勘 定

令和８年度清瀬市下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア



３

（１）

4,626,195,210

4,626,195,210

4,626,195,210

４

（１）

258,147,000

258,147,000

（２） 115,465,500

（３）

イ 3,892,000

ロ 831,000

4,723,000

378,335,500

５

（１）

イ 4,309,179,540

ロ 2,428,260,200

ハ 654,914,396

ニ 702,880,779

8,095,234,915

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

長 期 前 受 金 合 計



（２）

イ △ 769,721,837

ロ △ 401,823,305

ハ △ 31,524,226

ニ △ 268,413,483

△ 1,471,482,851

6,623,752,064

11,628,282,774

６

（１） 2,926,892,962

（２） 205,541,740

（３） 29,661,352

3,162,096,054

７

（１）

イ 508,591,804

ロ △ 82,101,000

426,490,804

426,490,804

3,588,586,858

15,216,869,632

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

長期前受金収益化累計額

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

固 有 資 本 金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

組 入 資 本 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 積 立 金



１　営　業　収　益

（１）　下水道使用料 851,338,000

（２）　他会計負担金 101,272,000

（３）　その他営業収益 456,000 953,066,000

２　営　業　費　用

（１）　管渠費 164,480,000

（２）　流域下水道費 312,750,000

（３）　総係費 137,464,000

（４）　減価償却費 516,613,000

（５）　資産減耗費 623,000 1,131,930,000

　　　　営　業　損　失 178,864,000

３　営　業　外　収　益

（１）　他会計負担金 25,860,000

（２）　補助金 21,694,000

（３）　長期前受金戻入 191,061,000 238,615,000

４　営　業　外　費　用

（１）　支払利息 48,242,000

（２）　雑支出 6,507,000 54,749,000 183,866,000

　　　　経　常　利　益 5,002,000

５　特　別　損　失

（１）　過年度損益修正損 182,000 182,000 182,000

　　　　当年度純利益 4,820,000

　　　　前年度繰越利益剰余金 0

　　　　その他未処分利益剰余金変動額 0

　　　　当年度未処分利益剰余金 4,820,000

令和７年度清瀬市下水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：円）　　　



１

（１）

イ 15,215,361,456

△ 3,267,186,735 11,948,174,721

ロ 10,288,459

△ 3,986,120 6,302,339

ハ 312,382,199

12,266,859,259

（２）

イ 849,746,715

ロ 1,918,000

851,664,715

13,118,523,974

２

（１） 761,525,684

（２） 90,134,001

△ 1,864,277 88,269,724

849,795,408

13,968,319,382

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

令和７年度清瀬市下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定



３

（１）

3,846,242,210

3,846,242,210

3,846,242,210

４

（１）

258,898,000

258,898,000

（２） 107,382,250

（３）

イ 4,156,000

ロ 846,000

5,002,000

371,282,250

５

（１）

イ 4,159,179,540

ロ 2,103,717,200

ハ 408,780,396

ニ 697,965,779

7,369,642,915

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

長 期 前 受 金 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負　債　の　部



（２）

イ △ 671,270,837

ロ △ 344,252,305

ハ △ 23,309,226

ニ △ 238,677,483

△ 1,277,509,851

6,092,133,064

10,309,657,524

６

（１） 2,926,892,962

（２） 193,515,740

（３） 29,661,352

3,150,070,054

７

（１）

イ 503,771,804

ロ 4,820,000

508,591,804

508,591,804

3,658,661,858

13,968,319,382

資 本 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 等

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

資　本　の　部

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

負 債 合 計

組 入 資 本 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 積 立 金

長期前受金収益化累計額



注 記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 
 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法     定額法による。 

    ・主な耐用年数      構築物       ５０年 

                 機械及び装置 １０～２０年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法     定額法による。 

    ・主な耐用年数      施設利用権     ３５年 

                 ソフトウェア     ５年 
 

２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金  

    職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る協定書」に基づき、東京都市町村職員退職手当組合へ負担している普通負担金を除き、一般会計がその

全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。 

 （２）賞与引当金 

    職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。 

 （３）法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月 

までの４か月分）を計上している。 

 （４）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 



３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

 （１）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 
 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

（１）令和８年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のものを含む）のうち、一般会計

が負担すると見込まれる額は３，１１９，８１３千円である。 

 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 
 

 １ リース会計に係る特例措置 

 （１）リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

 

Ⅳ その他の注記 

  

１ 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

 （１）令和８年度の予定（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

    当事業年度において、職員の期末・勤勉手当を支給するため、４，１５６千円を取り崩す見込みである。 

 

２ 法定福利費引当金の目的使用による取り崩し 

 （１）令和８年度の予定（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

    当事業年度において、職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支払いのため、８４６千円を取り崩す見込みである。 
 

 ３ 貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

 （１）令和８年度の予定（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

    当事業年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、４６０千円を取り崩す見込みである。 



 

 

 

 

 

 

清瀬市下水道事業会計予算に関する説明資料 

 



収　　　入 （単位：千円）

区　　分 金　額

1　下水道事業収益 1,242,354 1,297,840 △ 55,486

1　営業収益 1,009,982 1,068,333 △ 58,351

1　下水道使用料 932,231 936,471 △ 4,240  1　下水道使用料 932,231 下水道使用料 932,231

2　他会計負担金 77,426 131,442 △ 54,016  1　雨水処理負担金 77,426 雨水処理に係る一般会計負担金 77,426

90 その他営業収益 325 420 △ 95  1　手数料 255 指定下水道工事店等 255

 3　雑収益 70 下水道台帳コピー代収入等 70

2　営業外収益 232,372 229,507 2,865

3　他会計負担金 28,062 32,106 △ 4,044  1　他会計負担金 28,062 汚水処理に係る一般会計負担金 28,062

4　補助金 337 19,964 △ 19,627  2　都補助金 337 市町村下水道事業等 337

5　長期前受金戻入 193,973 167,437 26,536  1　受贈財産評価額 98,451 受贈財産評価額 98,451

 3　国庫補助金 57,571 国庫補助金 57,571

令和８年度清瀬市下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

款
本年度
予定額

前年度
予算額

項 目
比較

増(△)減
節

備　　　　　　考



収　　　入 （単位：千円）

区　　分 金　額

（長期前受金戻入）  4　都補助金 8,215 都補助金 8,215

 5　負担金 29,736 受益者負担金等 29,736

10 消費税及び
　 地方消費税
   還付金

10,000 10,000 0
 1　消費税及び
　　地方消費税
    還付金

10,000 消費税及び地方消費税還付金 10,000

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

備　　　　　　考
比較

増(△)減
節



支　　　出 （単位：千円）

区　　分 金　額

1　下水道事業費用 1,287,535 1,313,110 △ 25,575

1　営業費用 1,225,359 1,232,986 △ 7,627

1　管渠費 66,703 212,384 △ 145,681 13　備消品費 100 消耗品費 100

15　光熱水費 187 電気料（マンホールポンプ） 187

17　通信運搬費 22 通信料（マンホールポンプ） 22

19　委託料 36,683

21　賃借料 1,114

23　修繕費 27,300 下水道施設修繕工事 27,300

28　材料費 297 補修用資材 297

34　負担金 1,000 都道空洞調査負担金 1,000

節
款 項 目

本年度
予定額

前年度
予算額

比較
増(△)減

備　　　　　　考

設計単価表
管内カメラシステム
ＣＡＤソフト

669
416
29

30,300
5,300

242
160
681

管路清掃
下水道台帳作成
マンホールポンプ点検
排水設備申請竣工図書電子データ化
下水処理事務委託等



支　　　出 （単位：千円）

区　　分 金　額

2　流域下水道費 461,862 344,025 117,837 34　負担金 461,862
荒川右岸東京流域下水道
　　　　　　維持管理負担金

461,862

4　総係費 174,593 150,381 24,212  2　給料 14,432 維持管理部門職員3人 14,432

 3　手当 9,951

 4　賞与引当金
　　繰入額

2,547 維持管理部門職員分 2,547

 5　法定福利費 5,025 維持管理部門職員分 5,025

 6　法定福利費
　　引当金繰入額

541 維持管理部門職員分 541

 7　退職給付費 3,497 維持管理部門職員分 3,497

10　報償費 2,640 受益者負担金前納付報奨金 2,640

11　旅費 90 普通旅費 90

13　備消品費 130 消耗品費 130

14　燃料費 51 ガソリン代 51

16　印刷製本費 146 予算書・決算書 146

17　通信運搬費 74
　電話料（FAX）
　切手代

37
37

4,858
5,093

本年度
予定額

款 項 目
前年度
予算額

比較
増(△)減

節

維持管理部門職員分
地域手当等
期末・勤勉手当

備　　　　　　考



支　　　出 （単位：千円）

区　　分 金　額

（総係費） 19　委託料 128,778

20　手数料 102
ガス検知器点検
レベル点検

74
28

21　賃借料 1,717

34　負担金 3,550

35　保険料 92
下水道賠償責任保険
自動車損害共済

80
12

37　貸倒引当金
　　繰入額

412 下水道使用料 412

40　補助金 818
雨水浸透桝設置助成
職員共済会

750
68

5　減価償却費 521,701 525,573 △ 3,872
 1　有形固定資産
　　減価償却費

471,321
構築物
機械及び装置

470,486
835

 2　無形固定資産
　　減価償却費

50,380
施設利用権
ソフトウェア

49,421
959

6　資産減耗費 500 623 △ 123  1　固定資産除却費 500 固定資産除却費 500

前年度
予算額

比較
増(△)減

節

2,744
500
228
50
20
8

備　　　　　　考

公営企業会計システム
下水道積算システム
庁用車
電子複写機

841
605
243
28

下水道使用料徴収事務
受益者負担金データ作成
公営企業会計業務支援
下水道積算システム保守
公営企業会計システム保守等

122,691
3,190
1,458

924
515

水質検査業務
都道掘削監督事務費
日本下水道協会
総合治水対策協議会
東京都多摩地区適正化委員会
東京都下水道協会

款 項 目
本年度
予定額



支　　　出 （単位：千円）

区　　分 金　額

2　営業外費用 60,976 78,924 △ 17,948

1　支払利息 50,976 62,506 △ 11,530  1　企業債利息 50,926

 3　一時借入金利息 50 一時借入金 50

10 消費税及び
　 地方消費税

10,000 16,418 △ 6,418
 1　消費税及び
　　地方消費税

10,000 消費税及び地方消費税 10,000

3　特別損失 200 200 0

4　過年度損益修正損 200 200 0
 1　過年度損益
　　修正損

200 下水道使用料過年度過誤納還付金 200

4　予備費 1,000 1,000 0

1　予備費 1,000 1,000 0  1　予備費 1,000 予備費 1,000

比較
増(△)減

公共下水道事業
流域下水道事業
資本費平準化債

39,342
9,457
2,127

前年度
予算額

備　　　　　　考款 項 目
節本年度

予定額



収　　　入 （単位：千円）

区　　分 金　額

1　資本的収入 1,683,283 302,812 1,380,471

1　企業債 1,038,100 269,970 768,130

1　企業債 1,038,100 269,970 768,130  1　公共下水道事業 926,500 公共下水道事業 926,500

 2　流域下水道事業 111,600 流域下水道事業 111,600

2　他会計出資金 12,026 11,886 140

1　他会計出資金 12,026 11,886 140  1　他会計出資金 12,026 一般会計出資金 12,026

5　国庫補助金 357,000 8,250 348,750

1　国庫補助金 357,000 8,250 348,750  1　国庫補助金 357,000 大規模雨水処理施設整備事業補助金等 357,000

6　都補助金 270,750 4,500 266,250

1　都補助金 270,750 4,500 266,250  1　都補助金 270,750 市町村下水道事業都費補助金 270,750

7　負担金等 5,407 8,206 △ 2,799

1　受益者負担金 5,407 8,206 △ 2,799  1　受益者負担金 5,407 下水道事業受益者負担金 5,407

比較
増(△)減

節
款 項 目

本年度
予定額

前年度
予算額

資本的収入及び支出

備　　　　　　考



支　　　出 （単位：千円）

区　　分 金　額

1　資本的支出 1,965,424 619,609 1,345,815

1　建設改良費 1,706,526 328,975 1,377,551

1　公共下水道
　 建設改良費

1,585,009 269,043 1,315,966  2　給料 8,892 建設部門職員3人 8,892

 3　手当 5,429

 4　賞与引当金
　　繰入額

1,345 建設部門職員分 1,345

 5　法定福利費 3,040 建設部門職員分 3,040

 6　法定福利費
　　引当金繰入額

290 建設部門職員分 290

 7　退職給付費 1,539 建設部門職員分 1,539

19　委託料 1,477,400

建設部門職員分
地域手当等
期末・勤勉手当

2,739
2,690

款
比較

増(△)減
節

　柳瀬川右岸第8-1排水区
　　　雨水枝線整備その１・その２
　ストックマネジメント計画に伴う
　　　管更生修繕工事（第２期）
　　　鉄蓋布設替え実施設計（第２期）
　　　改築計画策定（第３期）
　総合地震対策耐震化設計

備　　　　　　考項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

1,187,000

180,000
20,200
36,800
53,400



支　　　出 （単位：千円）

区　　分 金　額
（公共下水道
　建設改良費）

22　工事請負費 52,074

29　補償費 35,000 雨水枝線工事に伴う支障処理 35,000

2　流域下水道
　 建設改良負担金

121,517 59,932 61,585 34　負担金 121,517

3　企業債償還金 258,898 290,634 △ 31,736

1　企業債償還金 258,898 290,634 △ 31,736  1　公共下水道事業 133,210 公共下水道事業 133,210

 2　流域下水道事業 38,059 流域下水道事業 38,059

 3　資本費平準化債 87,629 資本費平準化債 87,629

項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

節
備　　　　　　考款

比較
増(△)減

　東3・4・16号中清戸線汚水管渠布設
　市道1180号線外汚水管渠布設
　公共桝設置

27,500
23,474
1,100

荒川右岸東京流域下水道
　　　　　　　　建設負担金
　　　　　　　　改良負担金

98,068
23,449


